
公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業補助要綱 

 

令和４年１０月２７日 

４生消生第３４４号 

令和５年６月３０日 

一部改定 ５生消生第１６１号 

令和５年１２月２６日 

一部改定 ５生消生第４９３号 

令和６年１０月１８日 

一部改定 ６生消生第３１６号 

令和７年４月２３日 

一部改定 ７ 生 消 生 第 １ ６ 号 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業補助金（以下「燃料費補助

金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 (目的) 

第２ この要綱は、昨今の原油価格高騰等を踏まえ、都内の公衆浴場の営業に必要な  

燃料に係る経費の一部を補助することにより、公衆浴場の経営の安定を図り、都民

の入浴機会の確保に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第３ この要綱において「公衆浴場」とは、公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９

号。以下「法」という。）第１条第１項に規定する公衆浴場であって、公衆浴場の

設置場所の配置及び衛生措置等の基準に関する条例（昭和３９年東京都条例第１８

４号）第２条第１項に規定する普通公衆浴場又は法第２条第３項の規定に基づき特

別区若しくは保健所を設置する市が定める条例において規定する普通公衆浴場をい

う。 

２ この要綱において「経営者」とは、公衆浴場を現に経営している者をいう。 

 

（補助対象者） 

第４ 補助を受けることができる者は、公衆浴場の経営者であって次の事項に該当す

る者とする。 

（１）  申請日時点で公衆浴場を営業しており、申請年度の９月末（令和７年９月３０

日）まで経営を継続する意思があること。 

（２）  事業税及び都民税を現に滞納していない者 

（３）  補助を受けようとする年度において、同一の期間及び公衆浴場を対象としてこ

の要綱による補助を受けていない者（知事が特に必要と認めた場合は除く。）  

２ 前の規定にかかわらず、暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都

条例第５４号。以下「暴排条例」という。）第２条第３号に規定する暴力団員及び



 

同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）及び次に掲げる団体は、

この要綱に基づく助成金の交付の対象としない。 

（１） 暴力団（暴排条例第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

（２） 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に

暴力団員等に該当する者があるもの 

 

（補助対象経費） 

第５ 補助の対象となる経費は、補助対象者が経営する公衆浴場に係る都市ガス、重

油、廃油、薪その他の燃料に係る経費（以下「燃料費」という。）とする。なお、

燃料費には、薪燃料使用後の灰処分費用や燃料の運搬費を含む。 

２ 消費税については、補助対象経費に含まないものとすること。ただし、補助を受

けようとするものが、消費税を含めることを希望する場合はこの限りではない。  

 

（補助金の額） 

第６ 東京都が補助の対象とする補助金の額は、別表により算出して得られた額とし、

１公衆浴場につき２８８,０００円を上限として、予算の範囲内で補助する。 

２ 前の規定により算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てた額とする。 

  

（交付申請） 

第７ 補助を受けようとする者は、公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業補助金交付

申請書兼記載情報等の誓約及び同意書（以下「交付申請書兼誓約及び同意書」とい

う。）（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならな

い。 

（１）令和７年４月に支払った燃料費の支払額が分かる領収書等の写し 

（２）既存の浴場施設の営業許可書の写し 

（３）印鑑証明書 

（４）法人の場合は、法人税申告書（確定申告書別表一）及び決算書（決算報告書に

おける貸借対照表及び損益計算書）の写し（過去１か年の直近の決算期間） 

個人の場合は、所得税確定申告書（確定申告書第一表）及び決算書（青色申告

の場合は所得税青色申告決算書（１面及び４面）、白色申告の場合は収支内訳書

（１面））の写し（過去１年間の直近の決算期間） 

（５）（１）から（４）までに掲げるもののほか、知事が必要と認める書類 

２ 前の規定にかかわらず、補助を受けようとする者が令和４年度から令和６年度ま

でにこの要綱に基づく申請を行った者（以下「過年度申請者」という。）であって、

次に掲げる事由に該当する場合は、対応する書類の添付を省略することができる。  

（１）過年度申請者であって、直近の燃料費補助金交付申請時から営業許可書の情

報（施設の名称や経営者名等）に変更がないものは、第７ １（２）の書類 

（２）過年度申請者であって、直近の燃料費補助金交付申請時から印鑑証明書の情

報（氏名や住所、印影等）に変更がないものは、第７ １（３）の書類 

３ 補助金の交付申請書兼誓約及び同意書は、知事が別に定める期日までに提出しな

ければならない。 



 

ただし、補助対象浴場施設に係る工事その他やむを得ない理由により、期限まで

に交付申請書兼誓約及び同意書及びその添付書類の提出が困難であると知事が特に

認める場合はこの限りではない。 

 

（交付決定） 

第８ 知事は、第７の規定による交付申請書兼誓約及び同意書を受理したときは、そ

の内容を審査し、適当と認めた場合には交付額を決定し、補助金交付決定書（別記

第２号様式）により、また、交付しないことと決定したときは、通知書（別記第３

号様式）により、それぞれ通知する。 

２ 知事は、前の規定の場合において必要があると認めたときは、補助金の交付申請

に係る事項に修正を加え、又は条件を付して補助金の交付決定をすることができる。 

３ 知事が必要と認めた場合には、補助を受けようとする者が、第４ １（２）に規定す

る事業税を現に滞納しているか否かの確認のため、これを照会する。 

４ 知事が必要と認めた場合には、補助を受けようとする者が、第４ ２に規定する暴力

団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会する。 

５ 知事が必要と認めた場合には、補助を受けようとする者が、交付申請書兼誓約及び同

意書に記載した「他自治体からの燃料費補助に相当する補助金の額」が事実であるか否

かの確認（正確な額の把握を含む。）のため、申請に係る公衆浴場が所在する行政庁

（区役所又は市役所）へ照会する。 

 

（申請の撤回） 

第９ 交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、交付決定の内容又は

条件に異議のあるときは、当該通知を受けた日の翌日から起算して１４日以内に、

書面により申請の撤回をすることができる。 

 

（交付決定の取消し） 

第１０ 知事は、交付決定者が次のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により交付決定を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 事業税又は都民税を滞納したとき。 

(４) (１)から(３)までに定めるもののほか、交付決定の内容若しくは条件、法令

又は知事の指示に違反したとき。 

(５) 交付決定者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他

の従業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。  

(６) 交付決定者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他

の従業者若しくは構成員を含む。）が、公序良俗に反する等知事が補助の対象

として適当でないと認めるとき。 

２ 知事は、前の規定により交付決定を取り消したときは、交付決定取消通知書（別

記第４号様式）により通知する。 

３ １の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるもの

とする。 



 

 

（実績報告） 

第１１ 交付決定者は、当該交付の決定に係る補助対象公衆浴場の営業を行ったとき

は、速やかに、実績報告書兼支払金口座振替依頼書（別記第５号様式）を知事に提

出しなければならない。 

２ 知事は、前の規定による実績報告書兼支払金口座振替依頼書を受けた場合におい

て必要と認めるときは、現地調査等を行うことができる。 

 

（補助金の額確定） 

第１２ 知事は、第１１ １の規定による実績の報告を受けた場合は、当該報告に係

る実績報告書兼支払金口座振替依頼書の審査及び必要に応じて行う現地調査等によ

り、その報告に係る成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合

するものであるかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、補助金額確定書（別記第６号様式）により、交付決定者に通知するとともに

速やかに補助金を交付する。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１３ 交付決定者は、第５ ２の規定により消費税を含めて申請した場合には、申

請補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税の仕入控除税額が確定した場合には、消費税額確定報告書（別記第７号様

式）により速やかに知事に報告しなければならない。ただし、補助対象経費に消費

税額を含めないで交付申請を行った場合には、この限りでない。  

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額の全部または一部を返還させることがある。 

 

（補助金の返還） 

第１４ 知事は、第１０の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分について、既に補助金が交付されているときは、期限を定め

てその返還を命ずるものとする。 

２ 知事は、第１０ １（４）の規定により補助金の交付決定を取り消した場合にお 

いて、補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、第４ １（１） 

に規定する期間内に、補助事業に係る公衆浴場の営業を廃止又は休止したときは、

知事の指定する額の返還を命ずるものとする。ただし、知事が特に認める場合はこ

れを免除することができる。 

３ 前の規定に定める返還額は、別紙に掲げる算式によって算出して得られた額とす

る。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第１５ 知事が第１０の規定により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した

場合において補助金の返還を命じたときは、補助事業者は、当該命令に係る補助金

の受領日から納付日までの日数に応じ、当該補助金の額につき、年１０．９５パー

セントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなけ



 

ればならない。 

２ 知事が補助事業者に対し補助金の返還を命じた場合において、補助事業者がこれ

を納期日までに納付しなかったときは、補助事業者は納期日の翌日から納付日まで

の日数に応じ、その未納額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金

（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

３ 知事は、１及び２の規定の場合において、第１０ １（４）の規定により補助金

の交付決定を取り消し、やむを得ない事情があると認めるときは、違約加算金又は

延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

４ １及び２の規定に定める年当たりの割合は、閏年を含む期間についても３６５日

当たりの割合とする。 

 

（補助事業者の届出事項） 

第１６ 補助事業者が、次のいずれかに該当するときは、速やかに知事に届け出なけ 

ればならない。 

（１）第１０ １（３）に該当したとき。 

（２）住所又は氏名（法人の場合は、名称又は代表者職･氏名）の変更その他重要な

変更を生じたとき。 

（３）補助事業に係る公衆浴場の営業を廃止しようとするとき（別記第８号様式によ

る届出）。 

（４）補助事業に係る公衆浴場の営業を休業しようとするとき（別記第９号様式によ

る届出）。 

 

（帳簿及び関係書類の整理保管） 

第１７ 補助事業者は、補助事業に係る収入、支出を記載した帳簿その他の関係書類

を当該事業の属する会計年度終了後５年間整理保管しなければならない。 

 

（その他） 

第１８ この補助金の交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、東京都補助金

等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによる。 

 

   附 則  

この要綱は、令和４年１０月２７日から施行する。 

 

   附 則  

この要綱は、令和５年６月３０日から施行する。 

 

   附 則  

この要綱は、令和５年１２月２６日から施行する。 

 

   附 則  

この要綱は、令和６年１０月１８日から施行する。 

 



 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月２３日から施行する。 



 

別紙 

【返還額】 

返還額＝既に交付された補助金額－令和７年４月から令和７年９月までの間に廃業

又は休業した月数に応じて別表の補助金額算定方法により新たに算出された金額  

※１か月未満の休業は休業月数に含まない。 

  



 

別表 

【補助金額算定方法】 

 

〈補助金算出式〉 

①Ａ － Ｂ＝ Ｃ（限度額４８，０００円／月） 

②Ｄか月（令和７年４月から令和７年９月の間の１か月以上の休業期間） 

③Ｃ ×（６か月 － Ｄか月）＝ Ｅ（補助金交付申請額、限度額２８８,０００円、千

円未満切捨て） 

 

Ａ：燃料費の実支払額（月額） 

令和７年４月請求分（同年３月使用分）の支払額 

◆ 休業等により、申請日と同月又はその直近前月における燃料費の支払実績がない

場合は、令和７年１月～３月の最も申請月に近い１か月における燃料費実支払額で

も可とする。 

◆ 消費税を補助対象経費に含めて交付申請額を算定する場合は消費税確定申告書の

写しを提出すること。（付表含む 過去１か年の直近の決算期間) 

※ 免税事業者を除く 

 

Ｂ：他自治体からの燃料費補助に相当する補助金額（申請月の直近の月のもの）  

◆ 東京都への申請時点で補助額が確定しているものについて記載する。 

◆ 他自治体からの燃料費補助の補助対象期間が令和７年４月 1 日から令和７年９月末

までを全く含まない場合は、記載しない。 

 

Ｃ：（Ａ － Ｂ）計算の基礎となる１か月当たりの金額（限度額４８，０００円／月） 

 

Ｄ：休業期間（令和７年４月１日から令和７年９月末までにおける１か月以上の休業） 

◆  申請時点で１か月以上（その始まりの月の１日及び終わりの月の末日を含む月

数）休業することが予め確定している月数（１か月未満の休業は休業月数に含まな

い。）。 

 

Ｅ：Ｃ × （６か月－Ｄか月）補助金交付申請額（限度額２８８,０００円、千円未満切

捨て） 

  


